









ドイ ツワイマ ール期 に関す る教員研究 の展 開




1945年以前および連合軍 占領下の ドイツ,さらに戦後 ドイッにおいて,教員に関する研究
は,数多 く挙げることができる。たとえば,Ichenhausenにおけるバイエルン学校博物館か
ら1987年に公刊された文献目録,『歴史の変化の中の教育,形 成 学校』(Erziehung,Bil・




が,そ の基本的前提 となっている。近代国家による公教育への組織化過程の初期に,教員 と
いう社会的存在の成立は位置づけられるのである。日本においても,1872年8月の 「学制」
に先立っ同年5月 には東京師範学校が開設され,教員養成は開始されている。 このように教





教育としての課題が政策的 ・行政的に示されるにもかかわらず,こ れが 「教員」一丁生徒」
関係としての教授一学習過程のレベルにまで必ず しも貫徹されない一因は,教員が教育理念
を持 った一個人たる性格を脱 していない点にある。確がに,こ の 「逸脱」は,一面 として教
員自身の思想信条やその他の個人的諸特性によるもの,あ るいは多様な児童 ・生徒 と対応す
ることによって不可避的に生 じるものである。 しか しなが ら,別の側面としては,歴史的 ・
社会的に形成されてきた教員という職業イメージが,個 々の教員にそれなりに共有されるこ
とによって,あ る程度の幅を持ちなが ら,彼 らが教員像を主体化 していることに基づいてい
る。
すなわち,教員は公教育としての具体的諸課題を遂行する存在であると同時に,特殊 ・個
人的な 「教師」との重複部分を少なか らず有する存在であること,しか も 「個人的」要素 は,
教員 という職業的立場か ら切 り離されたところに必ず しも相当するのではなく,彼 ら自らが
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規範化 している 「教師像」に依拠するもので もあるということである。
それゆえ,「公教育における教員」は,政治的 ・経済的文脈と同時に,これ らのカテゴリー
に直接には含まれない,非制度的な文脈でも捉えることが重要 となる。 こうした教員の把握
方法は,教員を全 くの外在的存在 としてだけではなく,教育主体 としても理解すること,す
なわち教員存在の社会的非規定性だけでなく,社会に対する規定的性格の可能性をも提起す
るものといえよう。
本稿は,以 上のような教員把握の方法を巡 る問題の整理)を基本的関心 として,教 員が具
体的にいかに描かれてきたかをワイマール期 ドイッを事例 として明らかにすることを意図 し
ている。
さて,ワ イマール期(ド イッ共和国 〈1918年一1933年〉期)ド イッは,その世界史的位置
のユニークさか ら,多 くの注目を集めてきた。それは,まず,第 一次世界大戦直後に,社 会
主義国ソビエ ト連邦を除き,先駆的に,基本的人権 としての社会権の規定を 「ワイマール憲
法」の条項に有 したこと。そして,第 二には,これにもかかわらず,共和国成立後わずか15




同共和国での公教育を検討する立場 は一様ではないが,そ こには,この時期を 「ワイマー
ル体制」,旧西 ドイッを 「ボン体制」 とモデル化 して捉え,両体制を比較す ることによって,
西 ドイツの公教育を展望するという問題意識に支え られた研究が見 られる。3)そして,公教育
における教員とは,ときどきの教育改革のなかでの鍵的役割(SchulOsselrolle),あるいは核
的問題(Kemfrage)としての位置を与え られている。4)しか も,それはただ研究者の問題関
心 ということに留 まらず,旧 西 ドイツの場合,実 際の教育政策,教 育行政上の課題 にも連
なってた点で特徴的である。
このことは,たとえば,1970年の ドイッ教育審議会(DeutscherBildungsrat)による教員
養成に関する勧告が,19世紀半ば以来,連 綿として引き継がれてきた 「教職の統一」や 「学
術的教員養成」,あるいは 「学問の自由」,「総合大学での養成」 といった理念を鍵概念とし,
これらの改革が教育改革の要と捉え られていたこと。のそして,現実 には,これ らのうち 「総
合大学での養成」がほとんどの州で実現された一方,「教職の統一」の規定は,ブ レーメン,
ハンブルク,ノル トライン・ヴェス トファーレン,ベル リンの4州 で実施されたものの,他
の7州 では未だ実現せず,あるいは同規定を導入後 に廃止という事態に示されている。6)これ
らの状 況 は,統 一学校 の理念 や総合 制学校(Gesamtschule),ギムナ ジウム上級 段階
(GymnasiumOberstufe)を含む中等教育の分岐 と統合,教育大学の総合大学への統合,教
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である。そのような意味で,ワ イマール期の教育は決 して過去のことではな く,す ぐれて現
在にっながる内容を持っものと理解することができるのである。
以上の問題意識から,本稿は 「公教育における教員」存在の把握方法にっいて深める一作
業 として,ワ イマール期 ドイッの教員に注目し,これまでの同テーマでの研究の展開をス
ケッチすることを通 して,先 行研究の整理 と今後の研究課題を展望す ることを意図 してい
る。
皿 戦後 ドイツにおける研究の展開
戦後 ドイッにおける ワイマール期 の教員 に関 す る研究 は,以 下 の流 れで把握 す ることがで
きる。
まず,旧 東 ドイッにおいては,1954年にホーヘ ン ドルフ(Hohendorf,G.)によって,『ワ
イマール共 和国初期 の教育運動(DiePadagogischeBewegungindenerstenJahrender
WeimarerRepublik)』が著 され た。 これ は,ワ イマール初期の ドイ ッ教員組合(DLV)や
各地 の労兵評議 会,教 員 協議会の運動 に焦点を あて た研 究であ り,教 員を中心 と した教育運
動 か ら権 力奪取 後の政策主体への展開 を明 らか に した研究 といえ る。 ホーヘ ン ドル フによっ
て は,続 いて,「 ドイ ッ共和 国の教員連盟(DerdeutscheRepublikanischeLehrerbund)」
(1957年),「1918年11月革命 における労働者階級 の教育政策(DieSchulpolitikderArb-
eiterklasseinderNovemberrevolution1918)」(1958年)の論文が出 され,政 治的革命 の
動 向 と軌を一 に、した と把握 され る教育運動 の諸状況 につ いて の分析が進 め られて いる。 この
他,ド イッ共産党(KPD)に 焦点 をあてた研究 のひ とっ として,Wothge,Rbsemarieらに
よ る,rワ イマール共 和国 にお ける ドイッ共産党の教育学 と学校政策(ZurPadagogikund
SchulpolitiトderKPDinderWeimarerRepublik,1961)』が ある。
同様 の分 析枠 に基づ いた研究 と して は,ギ ュンター(G伽ter,C.H.)らによる 『教育 の歴
史(GeschichitederErziehung)』(1960年)が,挙げ られる。7)同書 は,ワ イマ ール革 命 に
際 しての諸教員組合 の態 度,社 会主義的な教員組織の要求 と運動の他,プ ロ レタ リア児童 の
状態,労 作教育 の思想,徹 底的学校改革 者同盟やKPDの 動向 などを分析 し,「根 本的な改 革」
ない し 「資本主 義的限界」 といった観点か ら,そ れ ぞれを評価す る もので ある。
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旧東 ドイッで は,以 後,ホ ーヘ ン ドルフや ケーニ ッヒ(K6nig,H.),ギュ ンターなどによ っ
て,『 モニ ュメ ンタ ・ペ ダゴギカ(MonumentaPaedagogica,Kommissionfnrdeutsche
Erziehungs-undSchulgeschichtederDeutschenAkademiederWissenschaftenzu
Berlin)』が刊行 され る。これ は各巻の テーマ ごとに論 文ない し史料 か ら構成 されてい る もの
で,長 期 にわた り刊行 されて きたが,こ れ らの うち,1968年に第IV巻r11月革命及 び革命 的
な戦 後危 機 にお ける革命 的 ドイ ッ労働運 動の教育 政策 と教育 に関 して(BeitragezurBil-
dungs-politikundPadagogikderrevolutionarendeutschenArbeiterbewegunginder
ZeitNovemberrev◎lutionundderrevolutionarenNachkriegskrisel918-1923)Teill』お
よび第V巻 『同Teil2』が出され,ワ イマ ール初期 の教育政策 をめ ぐるSPDや ドイ ッ独 立
社会民主党(USPD),あ るいはKPDの 主張 や対立,ソ 連 か らの影響 な どにっいて評 価が な
され てい る。また同年 には,ホ ーヘ ンドル フが,「1918年11.月革命 と労働者 階級 にお ける教
育政策(D呈eNovemberrevolutionl918unddieBildungspolitikderArbeiterklasse)」を
著 してい る。
このよ うに,1960年代 までの東 ドイッにお ける研究 は,マ ルクス主義的見地 か ら,帝 制 か
ら社会主義国 家への展 開を 目指 した勢力,そ れへの反動 あ るい は裏切 り ・日和見 とい った,
政治 的革命 の動 向をべ 一スにした教育 状況の把握 とい う方法 を取 った。 したが って,こ れ ら
の論文 は,ワ イマ ール初期 に顕著な,教 育運動 か ら教育政策 の主体 への移行 をあ ぐる闘争,
「教育妥協」 と進歩派 の敗 北,共 和国 の 「未成熟」 とKPDの 先 駆性 とい った論理展 開 を導 く
ものであ った。 そこで の教員 にっ いては,国 民学校教員 を中心 と したDLVや 社 会主 義的 な
教員組織 の主張 と運動,あ るい は,ギ ムナ ジウム教員,キ リス ト教 関係 教員団体,大 学関係
者 の動 向,諸 政党 と彼 らとの関係を示す もの として論述 された。 とりわ け国民学校教員 とそ
の組織 は,労 働者 階級 の先 鋭的部分 と して捉 え られ,彼 らの利益 と衝突 す る旧政 権や大学 あ
るいはギ ムナ ジウム教 員 との闘争を政治 的視点 か ら描 く論述 が専 らであ った。
一方,旧 西 ドイ ッで は,キ ッテル(Kittel,H.)による 『教育大学 の展開(DieEntwicklung
derPadagogischenHochschulen)』(1957年)が初の集成 された研究 であ る。これ は,1932
年 にキ ッテルが著 した 「国民教 師の道(DerWegvomVolkslehrer)」の改訂版 ともいえ る
ものであ る。キ ッテルは,ま ず1925年のプロイセ ン邦文部省の公布 による,教 育 アカ デ ミー
(PadagogischeAkademie)創設に至 るまでの,教 育 アカデ ミーあるいは教育大学(Pad-
agogischeHochschule)の理念 と,こ れ をめ ぐる政策的 ・運動 的動向 にっ いて論述す る。そ
こで は,シ ュプラ ンガー(Spranger,E.)の「陶冶者大学(Bildnerhochschule)」理 念や,
これを具 体化 した と考 え られ るベ ッカー(Becker,C.H,)の教育 アカデ ミー構想,そ れに批
判 的だ ったDLVの 主張 な どが分析 されて いる。そ して次 に,1926年か ら1932年に創 設 され
た教 育 アカデ ミーの分析 と して,教 員養成 カ リキュラム,総 合大学 との関係,宗 派性 の問題,
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教員の継続教育 などにっ いて,検 討 が行 われている。
さ らに,キ ッテ ル は,1965年にr1926年か ら1932年の教 育 大学(DiePadagogische
Hochschulenl926-1932)』を公刊 す る。これは,プ ロイセ ン邦 にお ける15の教育 アカデ ミー
の理念 と実態 に関す る諸論文 を,解 説付 きで編集 した ものであ る。 ここには,シ ュプラ ン
ガーの 「教員養成 に関す る諸考察(GedankenaberLehrerbildung)」(1920年)から,当 時,
アル トナ(Altona)教育 アカデ ミーの教授であ った キッテルの 「国民教師 の道」までの10編
の論文 が収 め られて いる。シ ュプ ランガー論文 は,「陶冶者大学」と しての教育大学構想 を示
した ものであ り,キ ッテル論文 は,教 育 アカデ ミーにつ いての批判的報告で ある。これ らは,
教員養成 の実態 の把 握 と同時 に,教 員養成理念 に力点が置かれてお り,シ ュプラ ンガーに代
表 され る,教 員 の 「教師性」 の内実を深 めようとす る問題関心が見 られ る。
これ らの他,政 治的衝突の所産 とい う視点か らだ けで な く,教 員養成問題の分析 を行 った
研究 として,1984年にゲル ノー ト(Gernot,P)は自著の中で,レ ブ レ(Reble,A)のrドイ
ツにおけ る教員 養成(LehrerbndunginDeutschland,1958)』,ベックマ ン(Beckmann,H.
K.)のr師範学校 ・ア カデ ミー ・大 学(Lehrerseminar-Akademie-Hochschule,1968),ガイ
ス ラー(Ge量szler,G.)の『総合大学 への教員 養成 の統合(EingliederungderLehrerbildung
indieUniversitatDasHamburgerBeispie1,1973)』を挙 げてい る。の
以 上 の よ うな教 育 アカデ ミー に焦点 を 当て たキ ッテル らの砺究 と一 線 を画 したの は,
フェール(Fahr,C.)による,『ワイマ ール共 和国 にお ける学校 政策(ZurSchulpolitikder
WeimarerRepublik,1970)』であ った。同書 は,ワ イマール初期 および中期 の教員養成改革
を め ぐる諸政党 の動 向;ラ イ ヒ(Reich)内閣,国 民議会(ラ イ ヒ議会),ラ イ ヒ参議院 の対
応,諸 邦 と ライ ヒ内閣 ・大蔵大 臣 ・内務大 臣 との関係,諸 教員組合 の主張 と行動,あ るいは
ライ ヒと邦 とのパ イプ役 を果 た したライ ヒ学校委員 会や ライ ヒ教育制 度委員会 な どにっ い
て,議 事録 や回章 などを渉猟 して,教 育改革 をめ ぐる状況 を動的,立 体的 に解 明す るもので
あ った。 これ は,政 治 と公教育,と りわけ教員問題 が分 かち難 く結 び付 いていた ことを明 ら
か に し,当 時 の一連 の改革 の不成功 ない し不十分 さが,'保守 と革新 の両政治勢力 の衝突 と妥
協 の結果 によって導かれ た ことを示 した。 フェールの研究 の独 自性 は,ラ イ ヒ学校委員会 と
ライ ヒ教育制度委員会の活動 を軸 に して,ラ イ ヒだけで な くプロイセ ン邦 を始 め とす るい く
っかの邦の教員養成を め ぐる論議 と実態 を明 らかに し,ラ イ ヒと邦 との関係 とい う新 たな分
析 軸を提示 した点 にあった。
フェールの研究の他 に,教 育政治学的 な視角 か らの研究 と して は,大 き く2っ の内容 を指
摘 で きる。 ひとっ は,ラ イ ヒレベルで の議会 と政党 を中心 に した教員政策,特 に教員養成政
策 をめ ぐる動向を扱 った研究で あ り,も うひとつ は,教 員組合の思想 と運動 に焦点 を当 てた
研究 であ る。
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前者 として は,SPDの 教育政策を中心 に,ラ イ ヒ学校法案を め ぐる動 きを整理 した研究 と
して,ヴ ィ トヴェル(Wittwer,W.W.)による,『ワイ マール共和国 にお ける社会民主主義 の
学校政策(DiesozialdemokratischeSchulpolitikinderWeimarerRepublik,EinBeitrag
zurpolitischenSchulgeschichteimReichundinPreuBen,1980)』が ある。同書 は,東 ド
イッで の研究 に見 られ る,社会民主主義へ の否定 的評価 に対 する批判 的な立場 か ら,「社会民
主主義 に よる教育 政策 および学制改革 の分野で の努 力の過程 を把 握 しよ うとす る」9)もの で
あ る。
そ して,後 者 としては,ク ローエル(Cloer,E.)による 『第 二帝 国 とワイマ ール共和国 にお
け るカ トリック教員連盟 の社会史,学 校政策,教 員 の継続教育(Sozialgeschichte,Schu1-
politikundLehrerfortbildungderKatholischenLehrerverbaendeinKaiserreichundin
derWeimarerRepubllk,BeitragezurGeschichtederOrg3nisiertenLehrerschaftinder
WeimarerRepublik,1975)』や ク ラウゼーヴ ィルマー(Krause-Vilmar,D.)編によるr教 員
組 合,共 和国,フ ァシズム(Lehrerschaft,RepublikundFaschismus,1978)』などの研究
が挙 げ られ る。クローエルの研究 は,1872年以 来の ドイ ッカ トリック教員 連盟の歴史を描 い
た もので,ワ イマール期 の社会民主主義,共 産主義,絶 対 的国家主義(absolutNationali-
smus)との論争,個 別問題 と して は,統 一学校,宗 教 教育,男 女共学,教 員教育 などを巡 る
闘争が論述 されている。 クラウゼー ヴィルマー は,ザ クセ ン邦 とテ ユー リンゲ ン邦の教員組
合 を中心 に,社 会民主主義的教員労働組合(AsL)やその他左翼 的教 員組 合,あ るいは教会関
係教員組合 や後 に国 家社会主義教 員同盟(NSLB)と な る保守的諸教員組合の イデオロギー
と行動 を,彼 らと共 闘関係にあ った諸 政党 との関わ りを含めなが ら,ワ イマ ール初期か ら国
家社会主義 ドイツ労働者覚(NSDAP)に よる政権掌握 までの時期 につ いて論 じてい る。
その他,ワ イマール期 のDLVを 対象 と した,ベ リング(B611ing,R.)による 『国民学校教
員 と政治(VolksschullehrerundPolitik,1978)』,ワイマ ール初期の社会主義教員連盟や ド
イッ自由教員労働組合(FLGD)の 成立 と展開を分析 した,ス テール(St6hr,Wウによる 『教
員 と労働運動(LehrerundArbeiterbewegungBand1.2,1978)』も,当 時の政治運動 の大
きな一翼 を担 った教員組 合の動向を政策史 との関わ りで検討 したもので ある。
このよ うな研究 はまず,政 治的闘争の主要 な場のひ とっ と して教育政策を捉 え,公 教育 の
世俗性 ・民主性 ・平 等性 な どの基本原理 に対す る諸勢力の態度の相違が,統 一学校制度,宗
教教育,教 育費 無償制,教 会 による学校監督,私 立 学校,大 学入学資格 などの個 々の政策 へ
の評価 の違 い とな って現れ ると見 る。そ して,ラ イ ヒレベ ルと邦 レベルで の動向 を区分 し,
両 レベルの共通 点 と相違点を描 く中で,各 邦 の特性を明 らか に しよ うとす る。 この傾 向は,
近年 において は,ヴ ェーバー(Weber,R.)によるrワ イマール共和国 におけるプ ロイセ ン邦
国民学 校教 員養成の新規定(DieNeuordnungderpreuBischenVolksschullehrerbildung
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inderWeimarerRepublik,1985)』のよ うに,プ ロイセ ン邦 の影響 の大 きさか ら,改 めてプ
ロイセ ン邦 の動向を ライ ヒとの関連で分析す るとい う,邦 レベルか らライ ヒレベルへの分析
方 向が見 られ るようにな って いる。
以 上 に示 され る状況 の一方 で,70年 代半 ばに は,従 来 の制度 史 ない し政 策史 とは異 な っ
た,社 会史 的 アプローチが取 られ るよ うになる。 この間の事情 の一例 と して,ベ リングは,
1977年のハイ ネマ ン(Heinemann,M.)編によ るr教 員 とその組織(DerLehrerundseine
Organisation)』に収め られた,テ ノール ト(Tenorth,H♂E.)の論文 「専門職 と専 門職 化
(ProfessionenundProfessionalisierung)」や同 じくブライ フォーゲル(Breyvogel,W.)の
「教 員研究 にお ける史的唯物論 の評価 にっ いて(ZumAnsatzdeshistorischenMateriali-
smusinderLehrerforschung)」を挙 げてい る。L。)これ は,職 業社会学の観点か らの 「セ ミ専
門職(Sem三一Profession)」としての教員把握u)や,「小市 民」かっ 「官吏」といったカテゴ リー
で も捉 え ることので きる 「中間的存在」12)としての教員への着 目を指摘す る ものであ る。こう
した,当 為 としての教 員像 を描 くので はな く,存 在 としての教員を一層 捉え返す そ うとす る
教員研究 に対 す る分析姿勢 は,ベ リングの著作rド イ ッ教 員の社 会史(Sozialgeschichteder
deutschenLehrer,1978)』において も明確で ある♂3)
ブ ライ フォーゲルによ って は,『1927年か ら1933年の国民学 校教 員の社会的状況 と政治的
意識(DiesozialeLageunddaspolitischeBewuBtseinderVolksschullehrer1927-1933,
1979)』が続 いて著 されて いる。同書 は,1848年の全 ドイツ教員組合 の成立以来,1871年に
改称 し,1933年まで存続 したDLVの 歴史研究 の一部 であ る。 そ こで は,ワ イマ ール期最後
の6年 間 にっ いて,い くつ かの教員組合 の状況,教 員給与法 を巡 る論議 と運 動の分析を通 じ
て,国 民学校教員 の労働 と生活条件 の解 明を試 みてい る。 また,数 少 ない大 学教 員 に関す る
研究 のひ とつ として,デ ー リング(D6ring,H.)1とよる 『ワイマ ールサー クル ーワイマ ール共















シュプランガーらの主張の検討(江 藤恭二 ・的場正美他 「r全国学校会議』研究ノー ト(3)」
『名古屋大学教育学部紀要(教 育学科)』第30巻1983年),あるいは総合大学での教員養成
の立場か らの基本構想 にっいて,「記述的教育学」の提唱者 として知 られるフィッシャー
(Fischer,A.)やDDP党員でザクセン邦文部大臣だったザイフェル ト(Seyfert,R.H)の論




ライヒ憲法規定の制度化をめぐる教育政策 ・教育行政の動向,及 びプロイセン邦を中心 と





アカデ ミーにっいての理念の検討,そ してこれらを具体化したと考えられるプロイセ ン邦で




北大学教育学部教育行政学 ・学校管理 ・教育内容研究室編 『研究収録』第9号1978年 な
ど)また,総合大学での教員養成 としての,テ ユー リンゲン邦イエナ(Jena)大学での実践
についても検討がなされている。(佐藤史浩 「ヴァイマール共和国における総合大学での教員
養成」東北大学教育学部教育行政学 ・学校管理 ・教育内容研究室編 『研究収録』第10号
1979年)
さらに極 く近年には,プ ロイセン邦の教育 アカデ ミーの人事に関与 したライ ヒヴァイ ン
(Reichwein,A.)にっいて,「政治的妥協の産物という教育 アカデ ミー観にとどまらない,そ
れのもっ本来の思想的意味も明らかにしうる」1')という仮説か ら,分析がすすめられている。
(対馬達雄 ・佐藤史浩 「C.H.ベッカーとA.ラ イヒヴァインー教育アカデ ミーの創設構想
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とその継受をめぐって」r教育学研究 第57巻第1号1990年)
こうした研究状況を整理す る形で,ワ イマール期を含む ドイッ教員史関係の資料 としての
文献目録が,整備されっっある。最近の資料としては,高岡信也が1945年か ら1985年(1),
1800年から1945年(皿)の2回にわたって,ドイッ教員史に関する文献を整理 している。1




るとき,そ こには,理念から実態への,そ して制度史から社会史への重点の移動 という方法
論の展開 と共に,以下の3っ の点での分析対象の拡大を指摘することができる。
それは第一には,ライヒやプロイセン邦だけではなく,他の諸邦における教員養成の実態,




ちである。 しかし,多様な邦(南 部の邦 と北部の邦,都 市邦 と非都市邦,政 治的に保守的な







ている。 とりわけ,1925年以降の各邦での教育政策や教員の動向の分析か ら得 られる知見
は,初期のライヒレベルでの対立モデルが必ずしも邦 レベルにおいて有効ではないことを示
している。.ワイマール中期以降の,ド イッ民主党(DDP)とドイッ人民党(DVP)の衰退,
同後期 のKPDとNSDAPの台頭 などの政治的変化 と,相対的安定期か ら経済恐慌への展
開,大 学生の増加 とその急激な入学制限政策など,時期 ごとの社会的状況 との対応で,教員
の位置を確認することが一層重要 となっている。









するには,時 系列的な整理が不可欠となっている。とりわけ,ラ イヒレベルと並行 して進め
られた邦 レベルでの諸動向を明 らかにすることは,当時の ドイッが一つの国家 としての集権
的性格を未だ十分 に有 しなかったことを浮かび上が らせるものであり,このことは,国家 と
公教育の位置関係の把握にっいて示唆を与えるといえよう。
[付]以上の先行研究の理解から,以下に,ワイマール期の教員史研究のベースとしての関係




日本における研究で扱われている場合については,日本での研究成果に基づ く引用 も行 って
いる。また,ド イッの研究 においても,同一事項が違う日付となっている場合があるが,そ
れにっいては可能 な限 り他 の資料を検討 した上で,い ずれかの日付 を記載 した。なお,







2)と もす れ ば,啓 蒙 的 教 師 論 に傾 倒 しやす い教 員 論 の状 況 に あ って,教 員 研 究 の視 点 と展 望 に つ いて
考 察 した最 近 の研 究 と して,陣 内靖 彦r日 本 の教 員社 会 歴 史 社 会 学 の視 野 」 東 洋 館 出 版 社1988
年 第 一 章 。
3)た とえ ば,Tenorth,Heinz・Elmar,ZurdeutschenBildungsgeschichte1918-1945,1985,S.1-3を参
照 。
「ボ ン体 制 」 と 「ワイ マ ー ル体 制 」 との 関係 に つ い て,西 ドイ ツの 歴史 学 ・政 治 学 で は,「連 続 ・非
連 続 」説,あ る い は 「復 古(Restauration)・新 しい 出 発(Neubeginn)」説 な どが あ り,現 在 な お
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論 争 的 で あ る。 た と え ば,山 ロ定 「西 ドイ ッ に お け る デ モ ク ラシ ー の再 建 一戦 前 ・戦 後 の連 続 ・非
速 続 問 題 を 巾心 に 一」(犬童 一 男 ・山 口定 ・馬 場 康 雄 ・高 橋 進 編r戦 後 デ モ ク ラ シー の成 立 』岩 波 書
店1988年 所 収)を 参 照 。
な お,わ が 国 に お い て,「 ワ イマ ール 教 育 体 制 」 と 「ボ ン教育 体制 」 を 「福 祉 国 家 」 を鍵 概 念 に して
把 握 しよ う と した研 究 と して,持 田栄 一 「福 祉 国 家 の教 育 像 一現 代 西 ドイ ツ の場 合 一」(「持 田栄 一
著 作 集4学 制 改 革 論 』明 治 図 書1980年 所 収,初 出 国 土 社1967年)を 挙 げ る こ とが で きる。
4)た とえ ば,ワ イ マ ー ル初 期 の教 育 改 革 に つ い て は,Sandfuchs,Uwe,Universit置reLehrerbildung
inderWeimarerRepublikundimDrittenReich,1978,S.43,ある い は,Weber,Rita,Die
NeuordnungderpreuBischenVolksschullehrerbildunginderWeimarerRepublik,1984,V,に




7)同 書 の一 部 の翻 訳 は,1962年に江 藤 恭 二 他 編 訳r現 代教 育 史 一 社 会主 義 教育 の 成立 と展 開 一』 と し
て,明 治 図 書 か ら出 版 され て い る。
8)Gemot,Pau1,LehrerbildungundPolitik,EineAnalysederAuseinandersetzungenw甑rend
derWeimarerRepub蓋ik,1985,S.10・11
9)有 吉 英 樹 「ドイ ッ社 会民 主 党 の 教育 政 策 に 関 す る文 献 ・資 料紹 介」 西B本 教 育 行 政 学 会 編r教 育 行
政 学 研 究 』 第9号1987年62頁
10)B611ing,Rainer,SozialgeschichtederdeutschenLehrer,1983,S.〔ト7





14)対馬 達 雄 ・佐 藤 史 浩 「C.H.ベ ッカ ー とA.ラ イ ヒ ヴ ァイ ンー教 育 ア カ デ ミー の創 設 構 想 とそ の継
受 を め ぐっ て」r教 育 学 研 究 』 第57巻 第1号1990年101頁
15)Takaoka,Nobuya,Bibliographie廿berdieGeschichtedesdeutschenLehrersI.,(r島根 大 学 教
育 学 部 紀 要 教 育 科 学 編 』 第19巻1987年),Bibliographie価erdieGeschichtedesdeutschen






















ワ イ マ ー ル 期 ドイ ツ:学 校 ・教 員 関 係 史 年 表
プ ロ イ セ ン中 間 学 校 ・高 等 女 学 校 教 員 組 合,「 学 校 改 革 と 中間 学 校 」 を発 表 。
〈Heinemann,M1977S.147>
キ ー ル(KieD軍 港 に お い て水 兵 の反 乱 。 ドイ ツ革 命 の成 立 。
シ ャ イ デ マ ン(Scheidemann,R:SPD),共和 国成 立 を宣 言 。各 地 に労 兵 評 議 会
が 結成 。
ドイ ッ全 権 団,休 戦 条 約 に 調 印。
ハ ン ブル ク(Hamburg)にお いて,教 員 協 議 会 が 設 立 。
〈Hohendorf,G.1954S.782>
プ ロイ セ ン邦(PreuBen)文部 大 臣,ホ フ マ ン(Hoffmann,A.:USPD),統一 学
校 制度 の 創設,設 備 の 充実 を 地方 学 務局 及 び行 政 官庁 に公 布 。
〈K6n量g,H.BalldWS.130>
ベ ル リンのFSJ,労 兵 協 議 会 に対 して,教 授 ㌘教 育 の 自由,補 習 学 校 の改 革 な ど
を 要求 。 〈K6nig,H.BandIVS.121>
DDPが 結 成 。
エ ー ベ ル ト(Ebert,F.),ベル リ ン商科 大 学 教 授 プ ロイ ス(PreuB,H)憲法 草 案 を
委 任。 〈Mmler,RS.S.35>
プ ロイ セ ン邦 に お い て,ホ フマ ン,軍 国 主 義 教 育 の一 掃,学 校 と教 会 の分 離 を公
布 。<GUnter,G.S.19-20>
ペ ル リ ン(Berlin)にお い て,教 員 協議 会 が 設 立 。 〈Hohendorf,G.1954S788>
DLV,「 ドイ ッ教 員 組 合 の 教 育 要 求(SchulforderungdesDeutschenLehrerv-
ereins)」を発 表 。 〈St6hr,W.BandlS106>
ブ ラ ウ ンシ ュ ヴ ァイ ク邦(Braunschweig)にお い て,「国 民 学 校 監 督 の新 規 定 に
関 す る法 律(GesetznberdieNeuordnungderVolksschu!aufsicht)」を 制 定。
〈Sandfucks,U.S.122>
ブ レー メ ン(Bremen)にお い て,教 員 協 議 会 が 設 立 。 〈St6hr,W.BandlS.115>
KLVdDR,ワイ マ ー ル政 権 の教 育 改 革 に 対 す る態 度 表 明。「我 々 は,国 家 の 繁 栄 の
た め ライ ヒ政 府 が行 う こ とを 支援 す る と共 に,よ く検 討 され た法 律 が す み や か に
制 定 さ れ る こ とを要 求 す る。 我 々 は民 主 主義 的 か つ社 会 主 義 的 な ドイ ツ にお いて
棚 力 す る。」 〈Heinemann,M.1977S.154>
DNVP,学 校 政 策 に関 す る 要求 に つ い て,基 本 ア ピー ル を 発 表 。
<MOller,F.S.S41>
プ ロイ セ ン邦 に お い て,ホ フマ ン とヘ ー ニ ッ シ ュ(Haenisch,K.:SPD),学校 に
お け る宗 教 教 授 の強 制 及 び教 会 に よ る学 校 監 督 の 中止 を公 布 。
〈St6hr,W.BandlS.132>
プ ロイ セ ン邦 に お い て,ホ フマ ン,学 校 に お け る宗 教 の強 制 の廃 止 お よび 教 会 に
よ る学 校 監 督 の禁 止 を 公布 。 〈G且nter,G.S.21>
ミュ ンヘ ン(MUnchen)にお い て,AsLが 設 立 。 〈St6hr,W.BandlS176>
プ ロイ セ ン邦 政 府,プ ロ イ セ ン邦 文 部 省 の発 案 に基 づ き,ラ イ ヒ内 務 省 に対 して
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学 校 会 議 の招 集 を提 案 。<FOhr,C.S.45>
12月2日 ザ ク セ ン邦(Sachsen)にお い て,教 義 問 答 に よ る宗 教 教 授 を禁 止 。
<太田和 敬18頁>
12月4日OBBが 結 成 。 〈B611ing,R.1978S.50>
12月6日 ザ クセ ン邦 に お い て,無 宗教 者 に対 す る宗 教教 授 の 強制 を禁 止 。
<太田和 敬18頁>
12月7日DLV,「 ドイ ッ教 員 組 合 の教 育 要 求 の実 現 」(AusfUhrungenzuderSchulford-
emngdesDeutschenLehrervereins)を発 表 。 〈B611ing,R.1978S.78>
12月9日 ～12日 ライ ヒ内務 省 に お い て,憲 法草 案 に 関 す る予 備 審議 が 開 催。
〈中 山征 一172頁>
12月10日 ハ ンブ ル ク教 員 臨 議 会,学 校 と教 会 の 分離 を 要求 。 〈K6nig,H.BandVS.222>
12月11日 ザ クセ ン邦 に お い て,国 民 学 校 を 宗 派 的 に 設 置 す る こ とを 禁 止 。
伏 田和 敬18頁>
12月16日 ホ フマ ン,学 校 にお け る宗 教 教 授 また は教 会 に よ る学 校 監 督 の 中 止 を 再 度 指 令 。
〈Messer,A.S143>
12月16日 ～19日 労 兵 協 議 会,第1回 ライ ヒ会 議 を 開 催。 〈St6hr,W.BandlS.107>
12月16日 ミュ ンヘ ンに お い て,社 会 主 義 的教 員組 合(sozialistischerLehrerverein)が設
立 。 〈St6hr,W.BandlS.150>
12月17日DNVP,学 校政 策 に 関 す る要 求 を発 表 。 〈MUller,RSS41>
12月20日 プ ロイ セ ン邦 に お い て カ ト リッ ク司 教(Bischof),教会 と学 校 との 分 離 は神 に対






ベ ル リンに お い て,VsLが 疫 立 。<K6nig,凪BandVS.219>
プ ロイ セ ン邦 文 部 大 臣,ヘ ー ニ ッ シ ュ,教 会 と学 校 との分 離 指 令 を 撤 回 。
<Hohendorf,Gl954S.788>
ベ ル リンに お い て,プ ロ イ セ ン中 間 学 校 教 員 組 合 会 議,中 間 学 校 の 卒 業 資 格 を中
間学 校 教 員 の要 件 とす る こ とを 要求 。 〈Heinemann,M.1977S.144-145>
プ ロイ セ ン邦 のDLV,新 た な学 校 制 度 の 創設 の 希望 を声 明。
<St6hr,W.BandlS.106>
KPDが 結 成 。
1919年1月4日 ラ イ ヒ内 務 省,1919年内 に学 校 会 議 を 開 催 した い と の 旨を,各 邦 に回 章 で通 知 。
〈ReichsschulkonferenzS.11>
1月9日 プ ロイ セ ン邦 にお いて,中 間 学 校 教 員 お よ び学 校 長 試 験 の廃 止 を公 布 。
〈B611ing,R.1983S.104>
1月19日 第1回 国 民 議 会 選 挙 。 総 議 席 数423
(SPD163,Zentrum91,DDP75,DNVP44,USPD22,DVP19,その他9)
1月20日 第2次 ライ ヒ憲 法 草 案 公 表 。 〔初 め て教 育 に関 す る条 項 が盛 り込 ま れ る。〕
〈StOhr,W.BandlS.137>
2月6日 ヴ ァイ マ ー ル(Weimar)に お い て,国 民 議 会 を 開催 。
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2月10日 国 民 議 会,「 暫 定 的国 権 に関 す る法 律 」 を制 定 。
2月15日 プ ロイ セ ン邦 にお いて,ヘ ー ニ ッシ ュ,1918年11月27日 の公 布 を撤 回 。
<太田 和 敬20頁>
2月16日DLV,「 全 ドイ ツ学 校 制 度 に お け る必 要 不 可欠 な統 一 性 の 憲 法 的 確 定
(Verfassungsm輩BigeSicherstellungdernotwendigenEinheitlichkeitin
Schule・undBildungswesendesDeutschenReiches)」を,国 民 議 会 に請 願 。
〈Weber,RS.63・64>
2月28日 ザ ク セ ン邦 にお い て,教 会 に よ る学 校 監 督 を廃 止 。 〈G伽ther,CHS.528>
3月4日 ライ ヒ憲 法 草 案,国 民 議 会 第8委 員 会(憲 法 委 員 会)に 委 託 。
〈VerhandlungenBand326S.502>
3月13日 ドイ ツプ ロテ ス タ ン ト教 会委 員 会 ,国 民 学 校 に お け るキ リス ト教 的 性 格 の保 持 を
要 求 。 〈FUhr,CS.34>
3月25日 ヘ ー ニ ッシ ュ,プ ロイ セ ン邦 文 部 大 臣 に就 任 。 〈mhr,C.S.32・33>
3月25日 プ ロ イ セ ン邦 政 府,学 校 に お け る宗 教 教 授 の 自 由 を公 布 。<Giese,GS.239>
4月1日 プ ロ イセ ン邦 にお いて,ヘ ー ニ ッ シ ュ,1918年11月29日 の学 校 に お け る宗 教 教
授 の 強 制 中 止 に関 す る公 布 を撤 回 。 〈St6hr,W.BandlS.133>
4月9日 ゲ ッテ ィ ンゲ ン(G6ttingen)大学 哲 学 部 に お いて,新 た な教 員 養 成 制 度 に関
す る会 議 が 開 催。 〈Kitte1,H.1965S.69>
4月9日DNVP,学 校 政 策 に 関 す る要求 に つ い て 最終 決 定。<M廿11er,F.S.S.41>
4月12日 プ ロイ セ ン邦 議 会 に お い て,DNVPの 提 案 に よ り,教 員 養 成 改 革 に関 す る審 議 が
開始 。 〈Wittwer,W.W.S.176>
4月24日 ペ ル リ ンに お い て,社 会 民 主主 義 教員 会 議 が 開 催。<K6nig,猛BandIVS140>
5月11日 ～12日 プ ロ イ セ ン高等 学 校 教 員 組 合,代 表 者 会 議 にお いて,教 員 の給 与 が 任 用 資
格 に基 づ くと い う共 通 見 解 を ま と め る。<太 田和 敬26頁>
5月11日 ～13日 ベ ル リ ンにお いて,第1回DBB代 表 者 会 議 が開 催 。
〈St6hr,W.BandlS.245-246>
5月13日 ドイ ッ プ ロテ ス タ ン ト教 員 組 合,国 民 学 校 の キ リス ト教 的 性 格 の保 持 を要 求 。
〈FUhr,C.S.34>
5月30日 ～31日 プ ロイ セ ン教 員 組 合,要 求項 目 を ま とめ る。 〈太 田 和 敬29頁>
6月 ラ イ ヒ内務 省 内部 に文 化 局 が設 置 。 初 代 局 長 に シュ ル ッが就 任。
〈St6hr,W.BandlS。137>
6月4日 第1回AsL中 央 委 員 会 会 議 が 開 催 。 〈St6hr,W.BandlS.182>
6月10Bド イ ッ ・ドイ ッ オ ー ス ト リア社 会 主 義 教 員 連 盟,「学 校 と宗 教 の 分 離 ,世 俗 教 育 」
を 要 求 。 〈K6nig,H.Band4S235>
6月10日 ～12日DLV第27回 代 表 者 会 議 。〔学 校 制 度 の統 一 化,世 俗 化,民 主 化 の原 則 に基
づ く,10項 目の プ ロ グ ラ ムを 決 定 。〕
<Pretze1,CL.A。S.265・269>〈St6hr,W.BandlS105>
6月11日 ベ ル リ ンに お い て,プ ロ イ セ ン中 間 学 校 ・高 等 女 学 校 教 員 組 合 大 会 。 〔中 間 学 校 教
員 の 養 成 を 教 育 ア カ デ ミ ー で は な く,総 合 大 学 に お い て 行 う こ と を 要 求 。〕
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〈Kitte1,H.1957S.176-177>〈Heinemam,M1977S,146>
6月11日 ～13日KLVdDR代 表 者 会 議,「教 員 の 職 業 的 養 成 を 特 別 な 教 育 大 学 か あ る い は現
存 の大 学 に お い て行 う こ と」 を決 議。 〈Kitte1,E1957S.176・177>
6月12日 テ ユ ー リ ンゲ ンの 社 会 主 義 教 員 組 合 会 議 が 開 催。 〔革 命 的 階 級 闘 争 と強 く結 び 付
い た社 会 主 義 的学 校 と教 師 の実 現 を 目標 と して設 定 。〕
〈K6nig,H.BandWS.220>
6月16日DLV代 表 者 会 議 に お い て,開 会 中 の 国 民議 会 に 対 して,学 校 制 度 に 関 す る全 ドイ
ツ統 一 法 の制 定 を請 願 。<Becker,CH.1919S.24>
6月18日 ラ イ ヒ憲 法 委 員 会 第2読 会 に お い て,師 範 学 校 教 員 で あ っ た ク ヴ ァル ク と カ ッ
ツ ェ ン シュ タ イ ン(Quarck,M.,Katzenstein,S:SPD),「教 員 養 成 は,ラ イ ヒ全
体 で統 一 的 に規 定 さ れ な け れ ば な らな い」 こ とを盛 り込 む よ うに提 案。
同 じ く,ザ クセ ン邦 文部 大 臣 ザ イ フ ェル ト(Seyfe鵬R.凪:DDP),「 高 等 教 育
(dlehδhereBildung)に一 般 に 適用 さ れ る原 則 に した が って」 とい う規 定 を 盛 り
込 む よ うに提 案 。両 提 案 は圧 倒 的 多 数 で 可 決 。 〔の ち の ライ ヒ憲法 第143条 第2項
の明 文 化 。〕 〈VerhandlungenBand336S.522>
6月20日 ～21日 ベ ル リ ンの 中央 教 育 研 究 所(ZentralinstitutfUrErziehungundUnter-
richt)にお い て,総 合 大 学 で の教 員 養 成 に 関 す る協 議 。<Kitte1,H.1965S.68>
6月28日 ラ イ ヒ政 府,ヴ ェ ル サ イ ユ条 約(VersaillerVertrag)に調 印。
7月12日 プ ロ イ セ ン邦 の教 育 行 政 機 関,教 員 養 成 機 関 と して,2年 間 の教 育 ア カ デ ミー を
主 張 。 〈Gemot,P.S40>
7月18日 ラ イ ン レ ンダ ー(Rhelnlander,A.:Zentmm),国民 議 会 に お い て,「(憲法 の教 員
養 成 規 定 に)こ れ か らの教 員 養 成 が適 切 な宗 教 教 育 を通 じて 行 わ れ る こ と が加 え
られ て い た な らば,よ り実 りの あ る もの とな った だ ろ う。 我 々 は邦 で の法 律 に こ
の 方 針 が求 め られ る こ と を期 待 して い る。」 と発 言 。
〈VerhandlungenBand328S.1707>
7月19日 フ ラ ンク フ ル ト(FrankfurtanderOder)にお いてAsL会 議 が 開 催 。 〔AsLの統
一 につ いて ベ ル リ ン代 表 が 言 及 。〕 〈St6hr,W.BandlS.176>
7月22日 ザ ク セ ン邦 に お い て,「教 育 制 度 に 関 す る暫 定 法 ①bergangsgesetzfUrdas
Bildungswesen)として の 国民 学 校 に お け る宗教 教 授 の禁 止 を規 定 。
〈Krause-Vilmar,D.S89>〈K6nlg,H.BandIVS.173>
7月30日 ～31日 ペ ル リ ンに お い て,プ ロ イ セ ン青 年 教 員 連 盟 が結 成 。
〈B611ing,R.1978S.46>
7月31日 国 民 議 会,262対75で ドイ ツ共 和 国 憲 法 草 案 を採 択 。
8月10日 ドイ ツ師 範 学 校 教 員 組 合,「エ ル フル ト決議 に 基 づ く教 員 養 成 に 関 す る原 則 」を発
表 。<Weber,R.S.354>
8月14日 ドイ ツ共 和 国 憲 法 が 公 布 。
8月22日 ～23日 シ ュ トユ ッ ツ ガ ル ト(Stuttgart)にお い て,バ イ エ ル ン(Bayem),ヘ ッ
セ ン(Hessen),ヴュル テ ンベ ル ク(W雌rttemberg)の3つの邦 の教 育 行 政 関 係
























































12月14日DLV特 別委 員 会,す べ て の教 員 の養 成 を総 合 大 学 で 行 うこ と を盛 り込 ん だ,教 員
養 成 法 を ライ ヒ と して 制 定 す る こ とを 提 案 。 〈Weber,R.S.64>
1月1日ADLZに お い て,ヴ ォ ル フ(Wolff,G:DDP),国民学 校 教員 が 利 益 目当 て に教 員
養 成 改 革 を要 求 す るの で は な い と主張 。 〈B611ing,R.1978s.171>
1月4日 ～7日 ハ レ(Halle)にお.いて,第1回 ドイ ッ大 学 会 議 を 開 催 。 〔国 民 学 校 教 員 の .
養 成 を総 合大 学 で 行 う こ とに対 す る反対 を 表 明。〕 〈Kittel,H.1965S.68>
1月22日 プ ロイ セ ン邦 文 部 省 に お い て,プ ロイ セ ン中 間学 校 ・高 等女 学 校 教 員 組 合代 表 者
会 議 が 開 催o<Heinemann,M.1977S.147-148>
1月29日 プ ロイ セ ン中 間学 校教 員 組 合,同 邦 議 会 に対 して,中 間 学 校 教 員 の給 与 を,国 民
学 校 教 員 と高 等 学 校教 員 の 中 間 に す べ き こ とを 請願 。 〈Heinemann,M.1977S.
147>
2月24日 ～25日 第2回 ライ ヒ学 校委 員 会 を 開 催。 〔審 議 は,お お む ね 国 家事 務 次 官 シ ュル
ッ(Schulz,}L:SPD)が主 宰 。〕 〈FUhr,CS.43>
2月28日 ブ ラ ウ ン シ ュ ヴ ァイ ク 邦 に お い て,「国 民 学 校 教 員 の 教 職 試 験 に 関 す る 規 定
(BestimmungenOberdieSchulamtsprOfungderLehrerundLehrerinnenan
Volksschulen)」が公 布 。 〈Sandfucks,U.S.150>
3月2日 プ ロ イ セ ン中 間 学 校 ・高 等 女 学 校 教 員 組 合,拡 大 委 員 会 に お い て,中 間 学 校 教 員
の給 与 を,高 等 学 校 教 員 と国 民 学 校 教 員 の 中間 に統 一 的 に規 定 す る法 的措 置 を取
る よ う要 求 。 〈B611ing,R.1983S.147-148>
3月12日 ゲ ッ テ ィ ンゲ ン大 学 哲 学 部 の 提 案 と して,同 大 学 教 授 ブ ラ ンデ ィ(Brandi,K.),
ヘ ル マ ン(Hemlann,E)お よ び ノ ー ル(Noh1,H),「総 合 大 学 に よ る 国民 学 校 教
員 の 教育 に 関 す る総 合 的 所 見(Zusammen・fassendes(Universit蔭ts・)Gutac-
htenUberdasVolkssc虹ullehrerstudium」を報 告 。 〈Kitte1,}L1957S.304・311>
3月13日 ベ ル リ ンに お い て,カ ッ プー 揆(DerKapp・Putsch)が勃 発 。
3月13日 ペ ル リ ン大 学 哲 学 龍 「教 員 養 成 問 題 に 関 す る大 学声 明 」 を発 表 。 〔総 合大 学 に お
け る教 員 養 成 実 施 の支 持 を表 明。〕 〈Weber,R.S.77>
3月30日 邦 税 法 が制 定 。 〔邦 が 従 来 の 施 策 を 実 施 す る上 で,財 政的 な援 助 が必 要 とな った場
合,新 た な ラ イ ヒ法 が 制 定 され る こ と に よ って,支 出超 過 分 を ライ ヒが 供給 す る
義 務 を負 う こ とを規 定 。〕 〈Weber,RS.204>
4月19 .日 国 民 議 会 第3読 会 に お い て,DNVPを 除 く賛 成 で,基 礎 学 校 法 を可 決 。
<F"hr,cS.44>
4月28日 国 民 議 会 に お い て,「 基 礎 学 校 及 び予 備 学 校 の廃 止 に関 す る法 律(Gesetz,betre・
ffellddieGrundschulenundAufhebungderVorschulen)」を制 定 。
〈Nave,K.H.S.73>
4月30日 国 民 議 会 に お い て,ラ イ ヒ給 与 法 を制 定 。<Bδ11ing,R.1978S29>
5月4臼 ラ イ ヒ内 務 省,カ ップ ー揆 の た め 開 催 が 困難 とな った 全 国 学 校 会 議 を,6月11日
～19日 に延 期 す る こ と を回 章 で各 邦 に通 知 。 〈ReichsschulkonferenzS.16>
5月13日 ～14日 ハ レにお いて,DLV第28回 代 表 者 会 議 が開 催 。<Pretze1,CLA.S.269>
<St6hr,W.BandlS.248>
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5月26日 ～28日DBB臨 時 代 表 者 会議 が 開催 。 〈Stδhr,W.BandlS.246>
6月6日 ライ ヒ議 会 選 挙 。 総 議 席 数459(SPD102,USPD84,DNVP71,DVP65,Zentrum
64,DDP39,KPD4,その他30)
6月8日 プ ロ イ セ ン中 間学 校 ・高 等 女 学 校 教 員 組 合,拡 大 委 員 会 にお いて,中 間 学 校 教 員
の給 与 規 定 の改 善 を要 求 。<Heinemann,M1977S.148>
6月11日 ～19日 全 国 学 校 会 議 開 催 。 第9分 科 会 にお い て教 員 養 成 問 題 を論 議 。
〈ReichsschulkonferenzS.19・72>
7月31日 ザ クセ ン邦 ブ レス ラ ウ(Breslau)総合 大 学 哲 学 鼠 教 員 養 成 を総 合 大 学 が 引 き受
け るべ き こ と を主 張 。 〈Weber,R.S.354>
8月7日 テ ユ ー リ ンゲ ン(ThOringen)のAsL総会 が 開 催 。<St6hr,W.BandlS.285>
8月20日 プ ロイ セ ン,バ イ エ ル ン,ザ ク セ ン,ヴ ュル テ ンベ ル ク,ヘ ッセ ン,テ ユー リ ンゲ
ン の 各 邦 の 大 蔵 省 代 表 者 が,教 員 養 成 改 革 に 関 す る財 政 的 問 題 に っ い て 協 議 。
〈GemoちP.S.43>
9月5日 プ ロイ セ ン邦 大 蔵 大 臣,ラ イ ヒ内 務大 臣 に対 し,ラ イ ヒ教 員 養 成 法 の提 案 を 中止
す る よ う要 求 。 〈Weber,R.S.197>
9月30日 プ ロ イ セ ン邦 文 部 大 臣,ラ イ ヒ内 務 大 臣 に対 し,教 員 養 成 改 革 に 関 わ る経 費 問 題
に つ いて 請 願 。 〈Weber,R.S.198>
10月2日 ～4日 ゴ ー タ(Gotha)にお い て,ド イ ッ ・ ドイ ツ オ ー ス トリア社 会 主 義 教 員 同
盟 代 表 者 会 議 が開 催 。 〈K6ni9,}LBandVS・246>
10月4日 ゴ ー タ にお い て,FLGDが 結 成 。<Krause・Vilmar,D.S.113>
10月10日 プ ロ イ セ ン中 間学 校 ・高 等 女学 校 教 員 組 合,ド イ ツ 中 間学 校 組 合 と改称 。
<B611ing,R.1983S.93>
10月10日 ～16日 カ ッセ ル(Kasse1)にお いて,SPD党 大 会 が 開 催 。
<St6hr,W.BandlS.185>
10月11日 ドイ ツ 中間 教 員 組 合,中 間 学校 教 員 の給 与 改 善 を要 求 。
〈Heinemann,M.1977S.148>
10月11日 ラ イ ヒ国 務 大 臣,第 一 次 教 員養 成 法 案 に対 す る態 度 を要 請 さ れ る。
〈Weber,R.S.198>
10月23日 プ ロ イ セ ン邦 大 蔵 大 臣,教 員 養 成 改 革 に関 わ る経 費 問 題 を懸 念 す る と表 明 。
〈Gemo転P.S.44>
10月25日 ～27日DBB,正 式 官 吏 会 議(ordentlicheBeamteptag)が開 催 。
〈St6hr,W.BandlS.246>
10月27日 ～30日 第3回 ラ イ ヒ学 校 委 員 会 に お い て,教 員 養 成 の 形 態 に つ い て 論 議 。
〈Weber,RS.175>
11月4日 プ ロ イ セ ン邦 首 相 ブ ラウ ン(Braun),同邦 文 部 大 臣 に対 し,教 員 養 成 の経 費 に 関
す る ライ ヒの態 度 を見 極 め る こ とが先 決 と主 張 。 〈Weber,R.S.198>
11月26日 ライ ヒ議 会 に お い て,DLVの メ ンバ ーで あ っ た,ヴ ァイ ス(WeiB,:,DDP)とヘ
ル マ ン(Hellmann,:SPD),間もな く教 員 養 成 法 が提 案 さ れ る の か ど うか を ライ
ヒ政 府 に質 問。 〈GemoちP.S.45>
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12月4日 ～7日KPDとUSPD左 派 との統一KPD大 会が開催も
〈K6n量g,H.BandVS228>
12月6日'SPD,プ ロイセン邦議会で,教 員養成の基礎 としての高等学校における 「各宗派
に共通な基礎」(simultaneGrundlage)を明文化すべきことを提案。
〈Wittwer,W.W.S177>
12月8日 プpイ セン邦大蔵大臣,ラ イヒ内務大臣に対 して,教 員養成改革に関わる財政的
問題にっいて請願。<F廿hr,C.S.223>

























1月30日 ライヒ内務省,ラ イヒ憲法第146条 〔統一学校制度の規定〕の実施に関する法案
を提出。〈Wolfgan9,W.W.S・109>






法 的 保 障 お よ び ラ イ ヒに よ る具 体 的 方 策 を求 め る決 議 。 〈FOhr,CS.232>
2月28日 ラ イ ヒ政 府,基 礎 学 校 法 実 施 に関 す る経 費 の3分 の2を 負 担 す る こ とを決 定 。
〈FUhr,C.S.228>
3月15日 ラ イ ヒ国 家 事 務 次 官 シ ュル ツ,教 員 養 成 法 案 の提 出 を希 望 す る と ライ ヒ大 蔵 大 臣
に表 明 。 〈GernoちP.S.47>
3月24日 ～25日 ドレ ス デ ン(Dresden)にお いて,第1回 社 会 民 主 主 義 文 化 会 議(Erste
sozialdemokratischeKurturtag)が開催 。 〈St6hr,W.BandlS.187>
4月13日 ラ イ ヒ議 会 に お いて,ラ イ ヒ内 務 大 臣 コ ッホ(K㏄h・Weser,E.:DDP),ライ ヒ大
蔵 大 臣 ヴ ィル ト(Wirth,」.:Zentmm)に,邦税 法52条 に従 って,教 員 養 成 改 革
に 伴 う経 費 を ライ ヒが 負担 す べ き と演 説。<BδIHng,R.1978S.172>
4月17日 プ ロイ セ ン労 働 組 合,プ ロ イ セ ン青 年 教 員 連 盟 の他3っ の組 合 に対 して,教 員 組
合 の統 一 の 呼 び か け。 〈B611ing,R.1978S.47>
5月2日 ラ イ ヒ首相 を 議 長 とす る専 門 委員 会,新 た な 教 員 養 成 制 度 の 準 備 の延 期 を決 定 。
〈F廿hr,cS.231>
5月16日 ～18日 シュ トユ ッ ツガ ル トに お い て,DLV第29回 代 表 者 会 議 が 開催 。 〔組 織 の
集 中化(Zentralisierung)論とDBBへ の統 合 論 との論 争 。〕
〈Heineman11,M.1977S.179>
5月28日 ライ ヒ学 校 委 員 会,「ラ イ ヒにお け る学 年 の統 一 的 開 始 の実 施 に関 す る協 定 」を 締
結 。 〈F荘hr,C.S.278>
6月7日 ～9日 ラ イ ヒ学 校 委 員 会 が開 催 。 〈Weber,R.S.170>
7月4日 諸 邦 大 蔵 大 臣,ラ イ ヒ憲 法 規 定 の 〔教 育 関 係 条 項 の〕 実 施 を要 求。
〈Weber,R.S.177・178>
7月5日 プ ロ イ セ ン邦 議 会SPD議 員,プ ロ イセ ン邦政 府 に対 して,教 員 養 成 法 の準 備 を急
ぐよ う ライ ヒ政 府 に請 願 す る こと を要 求 。 〈Wittwer,W.W.S.108>
7月17日SPD綱 領 委 員 会,第1次 綱 領 案 を提 出。 〔1921年ゲ ル リッ ツ(G6rliz)綱領 案 〕
〈Wolfgang,W.W.S.52>
8月2日 ハ ノ ー フ ァー(Hamover)にお い て,ド イ ツ国 民 教 員 組 合 と ドイ ツ国 民 女 教 員組
合 が 統 一 。<B611ing,R.1978S.47>
8月22日 ～26日 イ エ ナ(Jena)にお い て,KPD党 大 会 が 開 催。〈K6nig,KBandVS.259>
9月1日 ハ ンブ ル ク大 学 にお いて,大 学 委 員 会 議 長 の起 草 に よ る 「す べ て の教 員 の総 合 大
学 で の 養 成 」 の 計 画 を 全 会 一 致 で 採 択 。 〈GemoちP.S.118419>
9月8日 ～9日 ドイ ッ プ ロ テ ス タ ン ト教 会 委 員 会,「学 校 に対 す る プ ロ テ ス タ ン ト教 会 の態
度 に関 す る諸 原 則 」 を 公 表 。 〈Wolfgang,W.W.S106>
9月12日 ラ イ ヒ内 閣,教 員 養 成 制 度 改 革 に伴 う経 費 を ラ イ ヒが 負 担 しな い こ とを決 定
〈Heinema皿,M.1976S.272>
9月18日 ～24日 ゲル リ ッツ にお いて,SPD覚 大 会 が 開 催 。 〈St6hr,W.BandlS.189>
9月19日 ラ イ ヒ内 務 大 臣 グ ラ ドナ ウ ア ー(Gradnauer,G:SPD),各邦 の大 蔵 大 臣 に 対 し











10月20日 ライヒ内務省,各 邦の教育行政機関に対 して,教 員養成法案を送付。
〈Sandfucks,U.S.81>









ること,そ して可能な らば,現 存する大学と連携 してこれを行うことを提案。
<B611ing,RL1978S.107>
11月15白 テユー リンゲン邦 イエナ総合大学哲学舐 教員養成のための2年 間の総合大学で
の研究にっいて支持を表明。<GemoちP.S.75>

















表 者 会 議 とそ れ に 関連 す る内 閣 の 審議 を提 案 。 〈Gemot,P.S.54>
3月7日 ベ ル リンのDLV,教 員 養 成 改 革 の延 期 につ いて,DDP,SPD,USPD,DVPの 各
党 に対 して示 威 行 動 。 〈Heinemann,M.1976S.272>
3月9日 プ ロイ セ ン邦 議 会 に お い て,KPD,基 本 的 に 改 革 され た 学 校 制 度 の も とで の,高
等 学 校 及 び大 学 に お け る,統 一 的 な教 員 養 成 の実 施 を要 求 。<Weber,R.S.304>
3月11日 ライ ヒ議 会 本 委 員 会,教 員 養成 法 案 を早 急 に ライ ヒ議 会 に提 出 す る こ とを 求 め る
決 議 を採 択 。<Heinemann,M。1976S.294>
3月18日 ブ ラ ウ ン シ ュ ヴ ァイ ク邦 に お い て,文 部 大 臣 グ ロ ー テ ボ ー ル(Grotewohl,(》:
USPD後 にSPD)に よ る 「宗 派 的 影 響 の回 避 に関 す る学 校 令(Schu!erlaBzur
Vermeidungreligi6serBeeinnuB)」が 発効 。<St6hr,W.BandlS.379>
4月5日 ラ イ ヒ議 会 に お い て,宗 派 学 校 を他 の学 校 と基 本 的 に 同等 の 地位 を有 す る とす る
こ とを 可 決 。 〈Bδ11ing,R.1978S.148>
4月15日 ～17日 ハ ン ブ ル ク に お い て,AsL教 員 会 議(第2回 社 会 民 主 主 義 文 化 会 議)
〔SPD党内 に お け る活 動 につ い て協 議 。〕 〈Wolfgang,W.W.S.35>〈St6kr,W.
BandlS.189-190>
4月27日 ～29日 第5回 ラ ィ ヒ学 校 委 員 会 を開 催 。教 員 養 成 に関 す る憲 法 規 定 の実 施 を ラィ














ラ イ ヒ学 校 委 員 会,「 学 校 休 暇 期 間 に関 す る協 定 」 を締 結 。 〈Fαhr,C.S.278>
ラ イ ヒ青 少 年 福 祉 法 が制 定 。 〈Heinemann,M.1976S.131>
テ ユ ー リ ンゲ ン邦 議 会 に お い て,総 合 大 学 とそ れ に 接 続 し た教 育 イ ン ス テ ィ
テ ユ ー トで り統 一 的教 員 養成 に っ い て可 決 。<GernoちP.S.79>
バ イ エ ル ンを 除 く諸 邦 文 部 大 臣,「 共 和 国 保 護 の た め の 諸 学 校 の協 調 に関 す る方
針 」(sog.RichthnienfOrdieMitwirkungderSchulenundHochschulenzum
SchutzederRepublik)を採 択。 〈K6nig,H.BandVS.267>
共 和 国 保 護 法 が制 定 。 〈B611ing,R.1978S123>
ア ウ グス ブ ル ク(Augsburg)にお い て,SPD党 大 会 が 開 催 。
<St6hr,W.BandユS.229>
ラ イ ヒ議 会 に お いて,DDP議 員 が,ラ イ ヒ政 府 は教 員 養 成 制 度 改 革 法 を提 出 す る
意 思 が あ るの か と質 問 。 〈Gem砿P.S.55>
ベ ル リ ンに お い て,革 命 協 議 会 ライ ヒ会 議 が 開催 。
〈Stδhr,W.BandlS.356>
ラ イ ヒ大 蔵 省 にお いて,ラ イ ヒ内 務 大 臣 と教 員 団 体 が 協 議 。
〈B611ing,R.1978S.175>
ラ イ ヒ内務 省,ラ イ ヒ議 会 を通 過 した教 員 養 成 法 案 を ライ ヒ内閣 に提 出。
<Fnhr,cS.165>
ラ イ ヒ内 務 大 臣,各 邦 の教 育 行 政 機 関 に教 員 養 成 に関 す る協 議 を提 案 。
〈GernoちP.S.59>
ラ イ ヒ内閣,教 員養 成 法 案 を審 議 の対 象 か ら外 す こ とを決 定 。 〈Weber,R.S182>
ヴ ァイ マ ー ル にお い て,ラ イ ヒ内 務 省,諸 邦 の代 表 者 と協 議 。
ドイッワイマール期に関する教員研究の展開 273
<Sandfucks,U.S.85>

















2月3日 ライヒ内務省において,ラ イヒ内務省,教 員組織の代表者 と協議。
<Sandfucks,U.S.88>
2月14日 ライヒ内務省において,ラ イヒ内務省,諸 邦の代表者たちと再び協議。
〈GemoちP.S.60>






4月4日 ザクセ ン邦議会において,ド レスデン工科大学のインスティテユー トもしくは,
ライプツィヒ総合大学のインスティテユー トにおいて国民学校教員の養成を行 う
ことを可決。〈Gemot,P.S.409>















5月15日 メクレンベルク騨シュベーリン邦議会,同 邦学校委員会の要求に沿 った教員養成
改革を決議。〔1925年4月1日から,ロストック(Rostock)総合大学において教
員養成を行 うことを決定。〕〈Gemot,P.S.220>





10月29日 テユーリンゲ ン邦文部省,総 合大学哲学部に新たに創設される教員科学部門に関
して公布。〔教育科学部門 として,教育哲学,教育社会学,体 系的教育学,個 々の



















5月7日 プロイセン邦文部省,教 育アカデ ミーでの養成に対 して,こ のことが他の中間官
吏 としての養成と同等の評価を与えるものではないと表明。<GemoちP.S.257>












10月28日 メクレンベルク=シュベー リン邦議会において,SPD,国民学校教員の養成 にあ





12月20日 テユーリンゲ ン邦政府,国 民学校教員の養成 を総合大学で行 うことを公布。
〈GemoちP.S.104>


















7月30日 プロイセン邦において,国 民学校教員の職業的養成は,プ ロイセン邦文部省 によ




























3月26日 ライヒ教育制度委員会,教 員養成法に関す るSPDの提案を同党のこれまでの提
案と一緒に審議することを承認。〈B611ing,R1978S.183>






5月19日 ライヒ裁判所判決,メ クレンブルク=シ ュペーリン邦での判決を踏襲。〔判決文:











10月18日 ベル リンにおいて,GDV会議が開催。〔SPDが,ADB及びGDVを 支援すべきこ
とを明確化〕〈St6hr,W.BandlS.456>
12月20日 ハンブルク邦議会において,国 民学校教員の養成を総合大学で行 うことを可決。
<GemoちP.S.409>
1月19日 メクレンベルク罵シュベーリン邦議会において,教 育インスティテユー トの大学
水準(Hochschulniveau)への昇格を可決。〈GernoちP.S.225>





























































チュ』 リンゲ ン邦においで 「公立学校の設立1こ関する法律ゴを制定。 〔グラィル
(GreiDによる教育改革の結果を完全に放棄。〕〈Krause・Vilmar,D.S.237-238>


























3月31日 ラ イ ヒ教 育 制 度 委 員 会,「 中 等 教 育 卒 業 資 格 に関 す る協 定 」 を締 結 。
〈Fnhr,C.S.285>
4月1日 プ ロ イ セ ン邦 にお いて,「 教 員 候 補 生 の養 成 に関 す る方 針 」 を規 定 。
〈B6ning,R1983S.116>
4月9日 チ ュ ー リ ンゲ ン邦 にお いて,「学 校 で の邪 悪 な宣 伝(Gottlose-Propaganda)の禁
止 」 令 を公 布 。<Krause・Vilmar,D.S.246>
4月15日 ブ ラ ウ ン シ ュ バ イ ク邦 政 府,教 員 養 成 の教 育 科 学 部 門 の ス タ ッフ に 関 す る干 渉
(Eingriff)を明 文 化 。 〈Gemot,P.S.409>
6月5日 ラ イ ヒ政 府,第2次 経 済 及 び財 政 保 障 に 関 す る緊 急令 を公 布 。
〈Krause・Vilmar,D.S156>
7月4日 ラ ィ ヒ教 育 制 度 委 員 会,「 工 業 教 育 施 設 の指 定 に 関 す る漉 定 」 を 締 結 。
〈F∬hr,C.S.304>
8月24日 ライ ヒ大 統 領,国 家 財 政 保 障 の た め の 緊 急 令(sog.DietramszellerNotverord・
nung)を公 布 。 〈B611ing,R.1978S.199>
9月12日 プ ロイ セ ン邦,第1次 節減 規 定(ErsteSparverordnung)を公 布 。
〈Heinemann,M.1976S.287>
9月24日 テ ユー リンゲ ン邦 政 府,国 民 学 校 教 員 の養 成期 間 の短 縮 を公 布 。
〈GemoちP.S.112>
9月30日 プ ロイ セ ン邦 に お い て,同 邦 文 部 省,「撤 廃 令 」を 公布 。 〔1932年4月1日ま で に,
お よ そ7000人の 国民 学 校 教 員 の定 員 削 減 を指 令 。〕<B611ing,R.1978S.202>
10月6日 ラ イ ヒ政 府,第3次 経 済 及 び財 政 保 障 に 関 す・る 緊急 令 を公 布 。
〈Krause・Vilmar,D.S.158>
10月7日 ラ ィ ヒ教 育 制 度 委 員 会,「 青 少 年 指導 員 の養 成 に 関 す る協 定 」 を締 結 。
〈F直hr,C.S.306>
10月24日 ライ ヒ教 育 制 度 委 員 会,「1年 制 女 学校 に 関 す る協定 」 を締 結 。 〈F亘hr,CS.302>
11月10日 第9回 ライ ヒ教 育 制 度 委 員 会 が 開 催 。 〔大学 へ の 入学 制 限 につ い て 論 議 。〕
〈FOhr,CLS.270>.・
12月8日 ライ ヒ政 府,第4次 経 済 及 び財 政 保 障 に関 す る緊 急 令 を公 布 。
〈Krause・Vilmar,D.S.158>
12月23日 プ ロイ セ ン邦 に お い て,第2次 節 減 規 定(ZweiteSparverordnung)を公 布 。
〈Stock,HS33>
1932年1月7日 ヘ ッセ ン邦 政 府,国 民 学 校 教 員 の 養 成 を 行 う教 育 イ ン ステ ィ テ ユ ー トを,マ イ ン
ツ(Mainz)だけ に す るこ とを公 布 。 〈GemoちP.S.409>
1月30日 ラ イ ヒ教 育 制 度 委 員 会,「 中 等 教 育 に お け る外 国 語 の教 授 に関 す る協 定 」 を締 結 。
〈F{ihr,C.S.303>
2月11日 プ ロ イ セ ン邦 文 部 大 臣 グ リメ(Grimme,ん),9の教 育 ア カ デ ミー の廃 止 を公 布 。
〈Weber,R.S.136>
3月8日 テ ユ ー リ ンゲ ン邦 に お い て,新 た な教 員 試 験 規 定 を制 定 。<Gemot,P.S114>
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3月19日 プ ロ イ セ ン邦 文 部 大 臣 グ リメ,教 育 アカ デ ミー の 廃止 を8の ア カ デ ミー に修 正 。4
月1日 を も う て廃 止 と公 布 。 〈Weber,R.S.136-137>
3月27日 フ ラ ンク フ ル トに お い て,第39回DLV代 表 者 会 議 を開 催 。
〈Krause-Vilmar,D.S.170>
3月30日 ～4月1日 ベ ル ナ ウ(Bernau)にお い て,AsL中 央 委 員 会 を開 催 。
〈Stδhr,W.BandlS.467>





















メ ク レ ンペ ル ク=シ ュペ ー リン邦 にお いて,NSDAP,政 権 を獲 得 。
〈GemoちP.S.233>
プ ロイ セ ン邦 にお いて,政 府 委 員 を通 じ邦 政 府 に よ って,教 育 ア カ デ ミー廃 止 が
命 令 され る。 〈Weber,R.S.140>
ライ ヒ議 会選 挙 。 総 議 席 数608(NSDAP230,SPD133,KPD89,Zentrum75,
DNVP37,DVP7,DDP4,その他33)
テ ユー リシゲ ン邦 にお いて,NSDAP,政 権 を獲 得 。 〈GemoちP。S.116>
ライ ヒ議 会選 挙 。 総 議 席 数584(NSDAP196,SPD121,KPD100,Zentrum70,
DNVP52,DVP11,DDP2,その他32)
ラ イ ヒ教 育 制 度 委 員 会,「2学 年 の商 業 学 校 に お け る卒 業 資 格 の 認 定 に 関 す る協
定 」 を 締 結 。 〈FOhr,C.S.286>
ベ ル リ ンに お いて,DLVの 指 導 の も と,師 範 学 校 教 員 組 合,ラ イ ヒ議 会 に対 して
大 示 威 行 動 。 〈B611ing,R1978S.218>
AFLD執 行 委 員 会,1933年4月8日 に 臨 時 大 会 を 開 催 す る こ と を 決 定 。 〔ヒ ト
ラ ーの 政 権 掌 握 に よ り実 現 せず 。〕<St6hr,W.BandlS.474>
ラ イ ヒ首 相 に ヒ トラ ーを 指 名 。NSDAP,ラ イ ヒ政 権 を獲 得 。
ラ イ ヒ議 会 放 火 事 件(Reichstagsbrand)が発 生 。
AFLD機 関紙 「人 民 の教 師(Volkslehrer)」が発 行 停 止 。
〈St6hr,W.BandlS.475>
ライ ヒ議 会選 挙 。 総 議 席 数647(NSDAP288,SPD120,KPD81,Zentrum74,
.DNVP52,DDP5,DVP2,その他25)
ライ ヒ議 会 に お い て,「 全 権 委 任 法(GesetzzurBehebungderNotvonVolk
undStaat)を制 定 。
「官 吏 制 度 の 再 建 に関 す る法 律 」を ライ ヒ レベ ル で 制 定。 〔「ア ー リア 人(arier)で
はな い 者 」 及 び社 会 民 主 主 義 者 の 官 吏 か らの排 除 を規 定 。〕
〈Krause・Vilmar,D.S.271>
ラ イ プ チ ッ ヒに お いて,NSLB大 会 を開 催 。 〈Bδ11ing,R.1983S.136>
ザ クセ ン教 員 組 合,NSLBに 編 入 。 〈B611ing,R1978S.221>
プ ロ イ セ ン教 員 組 合,NsLBへ の編 入 を決 議 。 〈B611ing,R.1978s.221>
プ ロ イ セ ン邦 の教 育 ア カ デ ミー,教 員 養 成 大 学 とな る。<Weber,R.S.140>




ア イ クE.(救 仁 郷 繁 訳)「 ワ イ マ ー ル共 和 国史11917-1922』ぺ りか ん 社1983
フ ィ シ ャーY.W.(加 藤 栄 一 訳)rワ イ マ ール か らナ チ ズ ムへ 』 み す ず 書 房1982
林 健 太 郎rワ イ マ ル共 和 国 」 中央 公 論 社1963
加 藤 栄 一rワ イ マ ル体 制 の経 済 構 造 』 東 京 大 学 出版 会1975
Kluge,UlrichDiedeutscheRevolut三〇n1918/1919,SuhrkampVerlag1985
望 田 幸 男 「近 代 ドイ ツ の政 治 構 造 』 ミネ ル ヴ ァ書 房1972




















































































中 山 征 一 ワ イ マ ー ル 憲 法 「教 育 条 項 」 の 成 立 過 程 の 研 究 一 第IPreuB草案 か ら憲 法 委 員 会 案 ま で
大 阪 成 践女 子 短 期 大 学 研 究 紀 要 第14号,1977
Nave,KarlHeinzDieallgemeinedeutscheGrundschule,IhreEntstehungausderNovembe。
rrevolutionvon1918,VerlagJuliusBeltz・Weinheim,1961










佐 藤 史 浩 ヴ ナ イ マ ー ル 共 和 国 に お け る教 員 養 成 制 度 改 革 に関 す る研 究 東 北 大 学 教 育 学 部 教 育 行








































































































一 社 会 主 義 ドイ ッ労 働 者 覚(NSDAP)… …NationalsozialistischeDeutscheArbeiterpartei
国 民
一 学 校 一 ・ Volksschule
一 学 校 教 員 給 与 法(プ ロイ セ ン邦)… …Volkschullehrer・Diensteinkommensgesetz
一 議 会(～1920年6月)… …Natioha董versammlung
国 務 省 … …Staatsministerium
=サ 行= .
執行委員会 ・
実習学校
師範学校
一 予備学校
社会民主主義教員同盟(VsL)
社会民主主義的教員労働組合(AsL)
宗教教授
宗派混合教員養成
宗派別教員養成
… …GeschaftsfahrendeAusschuB
… … むbungsschule
… …Lehrersemina「
・・… ・Praparandenanstalt
・し… ・Ve奮einige脆sozialdemokratischerLehrer
… …Arbeitsgemeinschaftsozialdemokratische「Lehrer
undI£hrerinnen
・・… ・Religionunterricht
… …s量multaneLehrerbildung
… …konfessionelleLehrerbildung
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自由社会主義青年(FSJ)
上級学校局(ハンブルク邦)
商業学校
職業的教育
私立学校
新プロイセン教員組合
全自由勤労者同盟(AfA-Bund)
全 ドイツ
官吏同盟(ADB)
教員組合(ADLV)
教員新聞(ADLZ)
女性教員組合(ADLV)
労働組合同盟(ADGB)
全国学校会議
総合大学
での養成
;タ行=
大学
相当の
入学資格
評議会
男女共学
中間学校
教員組合
中間官吏
哲学部
徹底的学校改革同盟
ドイツ
・ドイツオーストリア
社会主義教員同盟
カトリック教員同盟(KLVdDR)
カトリック女性教員組合(VkdL)
官吏同盟(DBB)
教員組合(DLV)
共産党(KPD)
高等学校
高等学校教員連盟(DPhiV)
・… 。・FreieSozialistischeJugend
・。… ・Oberschulbeh6rde
… …Hande1.sschule
… …Berufsbildung
・・… ・Privatschule
… …NeuerPreuBischerLehrerverein
一 ・・AllgemeinerfreierAngestelltenbund
… …allgemeinerDeutscherBeamtenbund
… …A重1gemeinerDeutscherI£hrerverein
… …AllgemeineDβutscheLehrerzeitung
・… ・・AllgemeinerDeutscherLehrerinnenvereiη
… …AllgemeinerDeutScherGewerkschaftsbund
… …Reichsschulkonferenz
… …Universitat
・・… ・universit菖reLehrerbildung
… …Hochschu藍e
・・… ・Hochschulm芸Big
… …Hochschulreife
・・・…Sehat
… …Koedukation
… …Mittelschule
… …Mittelschullehrerマerein
… …mittlererBeamte
・… ・・PhilosophischeFakultat
… …DerBundEndshiedenerSchulreformer
… …VerbandessozialistlscherLehrerundLehrerillnell
DeutschlandundDeutscher-Oesterreiches
… …KatholischerLehrerverbanddesDeut㏄henRei-
ches
… …VereihKatholischerdeutscherLehrerinnen.
・… 。・Deu捻cherBeamtenbund
… …DeutscherLehrerverein
… …KommunistischeParteiDeutschlands
… …DeutscheOberschule
・… ・・peutscherPhilologenverband
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国家教員同盟
国家人民党(DNVP)
国民教員労働組合(GDV)
社会民主党(SPD)
師範学校教員組合
自由教員労働組合(FLGD)
女学校
人民党(DVP)
大学会議
中間教員組合
中央党(Zentrum)
独立社会民主党(USPD)
プロテスタント教会委員会
民主党(DDP)
統一学校
連動
特別大学
=ハ行=
バイェルン人民党(BVP)
プロイセン教員組合
プロイセン中間学校 ・高等女学校教員組合
プロテスタント教員組合連盟(VeLV)
文化会議
分離養成
邦(ラ ント)
議会
税法
補習学校
本委員会(ラ イヒ議会)
=マ行=
文部省(プ ロイセン邦)
文化局
=ヤ行=
… …Deutschnationa茎erLehrerbtmd
… …DeutschenatiollaleVolkspa質ei
∵・…Gewerkschaft.DeutscherVo玉kslehrer
… …SozialdemokratischeParteiDeutschlands
一 ・?DeutscherSeminarlehrerverein
… …FreieLehrergewerkschaftDeutscNands
・・… 。DeutscheFrauenschule
… …DeutscheVolkspartei
… …deutschH㏄hschu藍tag
… …DeutscherVereinfほrdasmittlereSchulwesen
… …DeutscheZentrumspartei
・・r…UnabhδngigeSozialdemokratischeParteiDeuts-
chlands
… …DeutschesEvallgerischesKirchenausschuB
… …DeutscheDemokratischePartei
… ・g・Einheitsschulbeweg1111g
… …Sonderh㏄hschule
… …BayehscheVolkspa丘ei
… …PreuBischerLehrerverein
… …PreuBischerVereinderLehrerundLehre匝nenan
mittlerenSchulenundh6herenMadchenSchulen
… …VerbandevangelischerLehrerverein
… …Kulturtag
・・… ・Abseitbildung
・・・…Land
… …Landtag
… …Landessteue士gesetz
… …Fortbi藍dungsschle
… …HauptausschuB
… …Ministerium衙WissenschafちKunstundVolks-
bildullg
… …Kuitusabteilung
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予備学校 … …Vorschule
=ラ 行=
ラ イ ヒ
大蔵省
学校委員会
学務局
議会
給与法
裁判所
参議院
首相
青少年福祉法(RJWG)
政府委員
大統領
内務省
内閣
文部省(1934年5月1日～)
労作教育
労兵協議会
… …Reich
… ・・iReichsministerlumderFinan2en.
・… 。・ReichsausschuB
・・… ・Reichsschulamt
… …Reichst㎎
… …ReiChSbeSOldUngSgeSetZ
・・… ・.Reichsgericht
… …Reichsrat
… …Reichskanzler
… …Reichsjugendwohlfahrtsgesetz
・… 。・Reichskommissare
・… 。・Rdchspr互sident
… …Reichsministeriumdesinner11
・・… ・Reichskabinett
・・… ・Reichsministeriumf且rWissenschafちErziehung
undVolksbildung
・・… ・Arbeitererziehung
・・… ・Arbeiter・undSoldatenrate
篇 ワ行=
ワイ々一ル憲法 .… …VerfassungdesDeutschenRe量chesvomll.8.1919
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EntwicklungderForschungvonLehrerinderWeimarerZeit
YoshihiroSAKAKIBARA
IndiesemAufsatzhandleichdieEntfaltungdesStud三umvonLehrerwahrendder
WeimarerPeriode.EslstderZweckdiesesAufsatz,imFallLehrerinderWeimarerZeit,
dietheoretischeundwirklicheDebattegehabt,w三eLehrerbeschriebtistunterzusu-
chenalseinBeispieL.
LehrerSeinisteintypischSpiegelder'6ffentlicheSchule'oderdes'6ffentliches
Erziehungssystem'.AlsovieleAbhandlungen廿berLehrerhabeneineTendenzdaB
LehreristimGrundeniedergelegtvondemsozialenCharakterder'System'Faktoren,
diesindbesonderspolitischesund6konomischesGeb三et.Andererse圭tshat.Lehrer
aktiveElgenschaft.DernimmtaμfverschiedenerleiWeiseanderSchulenundanderer
Platzals'6ffentlicherLehrer'.JederLehrerlebteinemgewissenGrademitdieSubje・
ktivitatdesLehrers.IndieserAbhandlungm6chteichdasProblemunddieMethode
derErgriffehtiberLehrerzugliedern.IchdenkedaBzahlreicheFor串chungendieses
ThemainderDDRundderBRDnachdemzweitenWeltkriegbringenklar廿berdie
Eigent茸mlichkeitderLehrerForschung.
DerInhalt三stwiefolgt.
?
?
?
?
Vorwort
EntwicklungderForschunginDeut$chlandnachdemzweitenWpltkrieg
SituationdesForschunginJapan
Fazit
